
資料３－２

デジタル地域振興用システム需要調査の
結果

地域振興用周波数の有効利用のための技術的条件に関する調査検討会事務局



デジタル地域振興用システムに関する需要調査

■調査の目的
  デジタル地域振興用システムの必要なチャネル数の算出及び効率的な周波数配置
の検討に必要なデータ取得のため、デジタル地域振興用システムの利用が見込まれ
る機関等を対象とする需要調査を実施

■調査の必要性
・地域振興MCA及びマリンコミュニティホーン（旧利用機関含む）を利用している機関の
利用状況及びデジタル化への意向確認
・今後、デジタル地域振興用システムの利用が見込まれる漁業関係機関の意向確認

■調査対象機関

地域振興ＭＣＡを利用している団体

マリンコミュニティーホーンを利用している団体（旧利用機関含む）

新たに利用を検討する団体（東北管内の漁業関係機関）

■調査期間

平成27年8月4日～平成27年9月25日 
■調査方法

調査対象機関宛に・アンケートを送付・電話調査・訪問調査のいずれかを行い

結果を集計する。
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需要調査の回答状況

１、地域振興ＭＣＡを利用している団体 

対象件数３２件 郵送アンケート依頼 ３２件 

返信 ３０件、連絡つかず２件 

２、現在、マリンコミュニティホーンを利用している団体 

対象件数４件 郵送アンケート依頼３件 訪問調査１件 

返信３件 訪問調査１件 

３、マリンコミュニティホーンの利用をやめた団体 

対象件数１０件 郵送アンケート依頼１０件 

返信６件 電話調査１件 

４、新たに利用を検討する団体 

対象件数３８件 郵送アンケート３８件 

返信１２件  



      地域振興MCAを利用している団体（30団体）からの回答① 
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Q1.現在保持する陸上移動局の無線局数について 

0～50局 5件 
17% 

51～100局 
7件 23% 

101～200局 

7件 
23% 

201～300局 

3件 
10% 

301～400局 

4件 
14% 

401局～  
4件 
13% 

免許を受けている局数 

 
0～50局 

 6件 20% 

51～100局 
5件 23% 101～

200局 
6件20% 

201～300局 
4件 13% 

301～400局  
5件 17% 

401局～  
2件 7% 

実運用されている局数 

Q2.今後3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

減少する予定 

11件 
38% 

50％未満増加

する予定 
2件 7% 

50％以上

100％未満増

加する予定 
8件 28% 

100％以上増

加する予定 
1件 3% 

増減の予

定はない 
7件 24% 

Q3.無線局数減少理由 

会員数の増加が見込めないから 12 
無線局数の削減を予定しているから 3 

新たな設備投資を控えているから 2 
その他 4 

Q4.無線局数増加理由 

会員数の増加が見込まれるから 7 
無線局数の増加を予定しているから 6 
新たな設備投資の計画があるから 

その他 2 



地域振興MCAを利用している団体（30団体）からの回答② 
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上記以外に以下の内容のとおり。

＜増加＞消防団用として採用の見込み、単独で使用できる（商業インフラを使用しない）が

それぞれ1団体。 
＜減少＞ＩＰ無線への移行をあげたのは11団体。 
ＩＰ無線への具体的な移行例

・利用者が業務拡大により通信範囲が県外まで広がり地域振興MCAのエリア外となった。 
・ＩＰ無線の遅延、音質の改善が行なわれ、地域振興無線端末の更新の際にＩＰ無線の音質を

 選択された。

 ・将来的には、ＩＰ無線に移行させた上で廃局を検討している。

〈今後３年間の見通し〉

・ＩＰ無線に移行していく業種は運送業に多く、利用者に

 運送業の割合が多い団体は利用者が減少する見込み。

・中規模エリアで十分な通信範囲の建設関連、福祉

サービスは他の通信手段に移行する見通しは少なく、

業種の市場成長性が大きいため利用者の増加が

期待される。

3年後の局数の見通しの集計は右図の通り。 
減少する見通しの局数を増加する見通しの局数
が上回っているため１１７％の増加となっている。



地域振興MCAを利用している団体（30団体）からの回答③ 
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Q５.システム増の要望 

無線局数増加と回答した免許人のうち通信量増加に対応してシステムの追加を検討している免
許人は6法人、デジタルへの移行により利用者が増えるという見通しの免許人は2法人。 

Q６.デジタル方式への移行 

１．早期に移行を検討している 1 

2． 技術的条件が整備されてから検討する 13 

3． 未定 7 

4． その他 3 

Q７.その他の意見 

地域振興無線の知名度が低い 1 

中継機使用料の低廉化が必要 1 

マリンコミュニティホーンとしての使用を認めて欲しい 5 

デジタル／アナログのハイブリッド端末が必要 3 

上記の意見は全て今後、無線局が増加するという回答の１１団体から寄せられたもの。
“マリンコミュニティホーンとしての利用を認めて欲しい”という意見は利用範囲拡大への
要望と見られるうえ、現在マリンコミュニティホーンを利用している団体（利用者）からも
同様の話がでており、この点からデジタル化による、利便性拡大への期待が大きい。



現在、マリンコミュニティホーンを利用している機関（4団体）からの回答① 
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Q1.マリンコミュニティホ－ンの無線局数について 

～50局 2
件

50% 
50～300局 

2件 50% 

Q2.主な漁業の種類と操業範囲について 

漁業の種類 港からの距離 

A漁協 
刺し網漁業 10km 

定置網漁業 5km 

B漁協 

養殖漁業 1km 

刺し網漁業 10km 

定置網漁業 5km 

沖合底曳き漁業 60km 

いか一本釣り漁業 2km 

C漁協 

養殖漁業 2km 

刺し網漁業 3km 

いか一本釣り漁業 20km 

D漁協 一本釣り漁業 30km 

Q3.マリンコミュニティホーンの利用状況について 

通信可能範囲の質問に対して、4団体からの回答はそれぞ
れ20km、30km、40km、70kmとの回答。 

減少が見込まれ

る 3件 
75% 

増減はない見込

みである

1件 25% 

今後、3年間で見込まれるマリンコミュニティホーンの利用見込み 

Q4.無線局数減少理由 

サポートが終了しているため 

携帯電話の普及 

会員の減少が見込まれるから 

会員の増加が見込めないから 

0 1 2

Q6.新たな無線システムへの移行について 

技術的条件が整備されてから検討する

未定

0 1 2 3



現在、マリンコミュニティホーンを利用している機関（4団体）からの回答② 

 他に以下の意見があった。

・マリンコミュニティホーンはDTMFの反応が遅くつながりにくい。 
・使用できるエリアが広いため近隣の地域振興MCAの海上使用を行ないたい。 
・船舶の呼び出し名称は聞き取りにくいため、受信した無線機に表示されるように
 なれば良い。
・一斉同報は災害時に必要であるため必ず配備する。
・緊急時に情報共有のため行政等を相手方とした弾力的な通信を認めて欲しい。

こちらの機関は危機管理意識が非常に高く、無線通信については安定した情報の共有手段として

重要視。

その他の意見では以下の１件が寄せられた。

海上使用のため、高い防水性が必要ですが、陸上端末と価格差が無い様な低コストを

実現してください（原文のまま）
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マリンコミュニティホーンの利用をやめた機関（7団体）からの回答① 
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Q1.過去に利用されていたマリンコミュニティホ－ンの
無線局数について

1～50
局 5件 

71% 

不明  

2件 
29% 

Q2.主な漁業の種類と操業範囲について 

漁業の種類 港からの距離 漁業の種類 港からの距離
A漁協 養殖漁業 10km

D漁協
養殖漁業 0.5km

B漁協
刺し網漁業 5km 沖合い底引網漁業 100km
沖合い底引網漁業 10km E漁協 養殖漁業 15km

C漁協

養殖漁業 1km
F漁協

刺し網漁業 10km
刺し網漁業 2km 船曳 30km
定置網漁業 2km 一本釣り 80km
まき網 8km
海女漁 1km

Q3.マリンコミュニティホ－ンの利用状況について 

・基地局からの距離

5km

30km

不明

0 1 2 3 4 5

・利用をやめた理由
会員（組合員）数が減り

運営が困難になった

携帯電話の利用が便利だから 

その他

0 1 2 3 4

利用をやめたその他の理由として
・携帯電話に比較して、単信通話や送信時間の制限があるマリンコミュニティホーンは不便。
・20年ほど前に導入したがバッテリーの持続時間が短くクレームになった。 
・廃業による。



   マリンコミュニティホーンの利用をやめた機関（7団体）からの回答② 
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Q4.沿岸における現在の通信手段について 

27MHz帯1WDSB 

携帯電話 

0 1 2 3 4 5 6 7

Q5.新たな無線システムへの移行について 

技術的条件が 
整備されてから検討したい 

検討しない 

未定 

0 1 2 3



     新たに利用を検討される機関（12団体）からの回答（１次集約） 
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“新たな無線システム（デジタル方式）の利用について“の回答は以下のとおり。 
 

・技術的要件が整備されてから検討したい   1機関 

・検討しない                        3機関 

・未定                          7機関 

・無回答                        １機関 
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